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１ まちづくりの新しいスタイル 

～なぜ“市民協働”がまちづくりのキーワードになったのか～ 

(1) これまでの市民参加のあり方 

まちづくりへの市民参加は、大きく分けて「参加」と「参画」に分類

できるといわれています。 

・ 社会的な影響や想定される被害の大きい問題に対する行政等の方針へ

の反対意見の表明から抗議活動等 

・ 行政が行うパブリックコメントや「声のポスト」での意見表明 

・ 行政が行う市民アンケートへの回答や市民説明会での意見表明 

・ 行政が設置した会議体（審議会、ワークショップ等）での意見表明  

・ 地域の問題に自らの時間・労力等をかけて関わる行動等 

（NPO、ボランティア団体、自治会等の市民活動等や行政との協働等） 

これまでの市民参加は、上の表でいう「参加」が主流で、あくまでも

実施主体は行政だという認識が前提でした。 

一方で、「参画」とは、NPO、ボランティア、自治会や企業等の様々

な市民主体が市民活動等を行ったり、行政へ提案や連携して実行したり

するまちづくり手法です。本書でいう市民協働もこちらに含まれます。 

 

  

[ 閑話休題 ]  参加（さんか）と参画（さんかく）の違い 

 「く（苦）」があるのが「参画（さんかく）」で、ないのが「参加（さんか）」だ

という説明の仕方があります。「参画」に伴う負担感や問題解決への主体性を

捉えたおもしろい説明だと思います。 

 確かに「参加」の方が敷居も低く活動の裾野も広げやすそうです。一方で「参

画」の方は達成感が大きそうですね。どちらが優れているということではあり

ませんので、ここではそういう言葉の使い分けもあることをご紹介させていた

だきました。 
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(2) 人口構造の見通しについて 

以下の表は、国の機関による地域別将来推計人口です。実際の清須市

の人口は、2019 年時点で 2020 年の推計人口を超えていますので、

人口のピークは、2030年以降になる可能性がありますが、人口推計の

傾向は、概ねこのままで推移すると思われます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戦後社会における各種施策は、右肩上がりの人口（特に 15 歳～64 歳の

人口の増加）と経済成長を前提としていました。行政は様々なサービスの

拡大に努め、民間企業は核家族化や個人の趣向の多様化に対応した各種

サービスを発達させました。 

ただし、これらのことは、地縁型コミュニティが求心力を失っていく

ことと「ゼロサムの関係」（※）にあったともいわれています。 

※ゼロサムとは、合計するとゼロになるという意味です。   
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9,535 9,545 9,250 9,054 8,863 8,748 8,559 8,279 7,953 7,638 7,388 

42,244 42,350 43,058 43,016 42,123 39,984 38,324 37,163 36,227 35,345 34,183 

15,548 16,332 16,288 16,384 16,921 18,345 19,197 19,487 19,282 18,695 
18,127 

67,327 68,227 68,596 68,454 67,907 67,077 66,080 64,929 63,462 
61,678 
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　下表をご覧ください。これは本市の人口構造の

将来推計に関する早見表ですが、生産年齢人口

（15歳～64歳）が減少していく一方で、老年人口

（65歳～）の増加が見込まれています。これはわ

が国がかつて経験したことのない人口構造の変化

で、本市もその例外ではないことを示しています。
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(3) これから求められるまちづくり 

前述の時代背景を受けて市民ニーズの多様化・高度化が進み、地域の

つながりも希薄化する中で、行政又は市民だけでは解決できない地域

の課題に対して、適切に対応していく必要があります。 

市民ができることと行政ができることの両方の良さを発揮して相互

に補い合いながら、まちづくりを進めていくこと。それこそが、協働の

原点であり、これから求められるまちづくりです。 
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